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５． 市 勢 

藤枝市は、静岡県の中央に位置し、静岡市、島田市、焼津市に隣接しています。地形は南北に

長く、北部は赤石山系の南端に接する森林地帯で、海抜 871ｍの主峰高根山から発する瀬戸川

は市内を貫流し、駿河湾に注いでいます。また、北端より東部に走る朝比奈川沿いの平坦地と山

麓及び海抜 501ｍの高草山を背にする山麓に茶園が開かれ、茶産地を形成しています。中部は、

北部からつながる丘陵性の山地と、そこからひろがる平坦地からなり、南部にかけて市街地が形

成されています。南部は大井川下流の左岸で、平坦肥沃な志太平野の中央部に位置しています。

気候は、年平均気温が 17℃前後と温暖でしのぎやすく、降雪はほとんどありません。 

本市は、東海道五十三次の宿場町（藤枝宿、岡部宿）として、また田中城の城下町としての両

面をもちながら発展してきました。昭和 29 年の市制施行当初は、田園都市的色彩が強くありま

したが、農、工、商各産業の均衡のとれた都市づくりを目指し、市南部の適地に大手有力企業を

誘致し、次いで県、市及び民間による大規模な宅地造成と並行して街路事業並びに駅前都市改造

事業に着手、交通面においても国道１号を初め東海道新幹線、東名高速道路が開通し、さらに国

道 1 号バイパスの建設が行われてきました。 

また、平成 21 年 1 月に岡部町と合併、同年 6 月には近隣に富士山静岡空港が開港、平成 24

年 4 月には新東名高速道路が開通し、平成 28 年 3 月には現東名高速道路へのスマートインタ

ーチェンジの設置等、新たな社会資本整備の推進により、大交流時代を迎えた今、一層の発展が

期待されています。 

 

■市制施行及び市域の変遷  

昭和 29 年 1 月 １日 志太郡藤枝町と西益津村が合併 

昭和 29 年 3 月 31 日 

市制施行（藤枝市の誕生） 

志太郡藤枝町（西益津村を含む）、青島町、葉梨村、高洲村、

大洲村及び稲葉村が合併 

昭和 30 年 2 月 25 日 志太郡瀬戸谷村を編入 

昭和 32 年 4 月 1 日 広幡村（一部を除く）を編入 

平成 21 年 1 月 1 日 岡部町と合併 

 

■面 積  １９４．０３ｋ㎡ 

 

■人口及び世帯数 （平成３０年３月３１日現在） 

   人  口 １４５，７８９ 人  （男 ７１，２５８人 / 女 ７４，５３１人） 

   世帯数  ５８，７６６ 世帯 （1 世帯当たり 2.４８人） 

   
※ 人口（住民登録人口＋外国人登録人口）  各年３月３１日現在 

146,214 146,459 146,427 146,530 146,233 145,789 

54,536 55,419 56,300 57,272 58,044 58,766 

H25 H26 H27 H28 H29 H30

人口及び世帯数の推移 人口 世帯数
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■産業別就業人口推移産業別就業人口（平成 27 年国勢調査） 

第 1 次 産 業 2,583 人 3.5％

第 2 次 産 業 23,419 人 32.1％

第 3 次 産 業 45,096 人 61.9％

分類不能 1,756 人 2.4％

計 72,854 人 100.0％

 

■特別職の報酬・給料  （月額：平成 9 年 4 月から適用、市 3 役は 17 年 4 月から適用） 

議 長 500,000 円 副議長 435,000 円 

委員長 415,000 円 議 員 410,000 円 

※ 期末手当 報酬月額×1.45×3.35 月（支給率：平成 29 年 12 月から適用） 

市 長 900,000 円 副市長 720,000 円 

教育長 665,000 円   

※ 期末手当 給料月額×1.15×4.45 月（支給率：平成 29 年 12 月から適用） 

 

６． 議 会 関 係 

１）議会費当初予算    299,600 千円 

（平成 28 年度）298,520 千円  （平成 27 年度）295,370 千円 

 

２）議会費内訳                            （単位：千円） 

科 目 名 平成 30 年度当初予算 平成 29 年度当初予算 概   要 

人 件 費 266,065 265,085 議員報酬・職員人件費 

議会活動費 18,600 18,394 費用弁償・政務活動費交付金 

議員活動情報費 11,400 11,495

市議会だより発行費 

会議録作成費 

タブレット端末機賃貸借料 

議会中継インターネット配信費 

会議録検索システム費 

一般諸経費 2,200 2,279  

負 担 金 1,335 1,267  

合  計 299,600 298,520  

 

３）議員定数  条例定数  22 人 

        現員数   22 人  （任期 平成 34 年 4 月 30 日まで） 

 

４）年齢別・当選回数別議員数  （平成３０年５月 1 日現在） 

年齢／当選回数 1 2 3 4 5 6 7 ８ 計 

70 歳～  1 3   4

60～69 歳 1 3 1 1 2 1   9

50～59 歳 1 2 1 1   5

40～49 歳 2 2   4

計 4 8 2 5 2 1   22
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５）党派別・会派別議員数  （平成 30 年５月 1 日現在） 

会 派／党 派 公 明 党 日本共産党 民 進 党 無 所 属  計 

藤  新  会 １０ １０

志 太 創 生 会 ４ ４

市 民 ク ラ ブ １ ２ 3

日 本 共 産 党 2  2

公  明  党 2  2

会派に属さない 1 1

計 2 2 1 17 22

 

６）委員会関係 

ア 議会運営委員会 9 人以内  各会派の所属議員数の比率により割り当てる。 

イ 常任委員会 平成 26 年 5 月 1 日から改正 

委 員 会 名 人数 所 管 部 局 

総 務 文 教 委 員 会 ８ 

総務部、危機管理ｾﾝﾀｰ、企画創生部、財政経営部（病院支援

局）、市民文化部、スポーツ・文化局、出納室、議会事務局、

選挙管理委員会、公平委員会、固定資産評価審査委員会、監

査委員事務局、教育委員会（教育部） 

他の常任委員会の所管に属しないもの 

健 康 福 祉 委 員 会 7 健康福祉部、健やか推進局、病院 

建設経済環境委員会 ７ 
産業振興部、商業観光局、都市建設部、基盤整備局、環境水

道部、農業委員会 

 

ウ 特別委員会（法定） 

委 員 会 名 人数 設     置 

予 算 特 別 委 員 会 11 
平成２２年度から設置、１１月定例会（最終日）までに設置、

審査終了後廃止 

決 算 特 別 委 員 会 11 
平成２２年度から設置、６月定例会（最終日）までに設置、

審査終了後廃止 

 

エ 特別委員会（任意）   議員定数の 1／2 以下（11 人以下） 

委 員 会 名 人数 主な活動内容 設 置 

議会改革特別委員会 7 
・基本条例の進行管理、評価、見直し 

・ＩＣＴ化へ向けての調査研究 等 
平成 28 年 5 月 

市議会広報広聴委員会 ７ 

・議会だより発行 

・議会タウンミーティング 

・各種団体との意見交換会 

平成 22 年 5 月 

名称変更 
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７）議会運営 

  ア 議案審議の一般例 

   ・ 議案説明会 直前の議運終了後 1～2 日間実施 

   ・ 招集日   開会・議案上程・提案理由の説明 

           【休会（議案調査期間 3～5 日間）】 

   ・ 第 2 日目  一般質問 

   ・ 第 3 日目  一般質問 

   ・ 第 4 日目  一般質問・議案質疑・委員会付託 

           【現地審査】 

           【常任委員会（審査期間 2 日）】（2 月・9 月定例会は 1 日） 

           【予算（2 月定例会）・決算特別委員会（9 月定例会）：審査期間 4 日】 

           【休会（議事整理）】 

   ・ 最 終 日  各委員長報告・質疑・討論・採決・閉会 

 

 イ 代表質問（2 月定例会のみ） 

・ 通告期限 概ね招集日４日前の正午 

・ 質問順位 会派順 

・ 質問時間 40 分（答弁は含まない） 

・ 質問回数 3 回 

 

ウ 一般質問（個人制） 

・ 通告期限 概ね招集日４日前の正午 

・ 質問順位 抽選による 

・ 質問時間 50 分（答弁を含む） 平成 18 年 9 月定例会から 

・ 質問方式 再質問以降は、一問一答 

 

エ 請願、陳情の取り扱い 

・ 定例会の開会日前の議会運営委員会までに受付けたものを当該定例会に付議する。 

・ また、その後に提出されたものは、最終日に上程し閉会中継続審査の扱いとする。 

・ 提出された請願・陳情は、要旨をまとめた文書表を作成し、全議員に配付し、委員会審査の

後、最終日の本会議で委員長報告を行い採決している。 
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８）活動状況  （平成 29 年度実績） 

 ア 本会議の開催状況 

回数 招 集 年 月 日 区 分 会 期 開催日数 質問者数 傍聴人数

１ 平成 29 年 5 月 11 日 臨時会 1 日間 1 日 0 人 1 人

２ 平成 29 年 6 月 5 日 定例会 25 日間 5 日 13 人 169 人

３ 平成 29 年 9 月 1 日 定例会 29 日間 5 日 15 人 220 人

４ 平成 29 年 11 月 27 日 定例会 25 日間 5 日 16 人 211 人

５ 平成 30 年 2 月 20 日 定例会 32 日間 5 日 13 人 164 人

合      計 21 日 57 人 765 人

 

イ 議案等の審議状況 

区  分 

市 長 提 出 議 案 議員

提出

議案

等 

選

 

挙

請 

 

願 

陳 

 

情 

計 予

算 

条

例 

認

定 

承

認

同

意

諮

問
その他

5 月臨時会    1 1 4   ６

6 月定例会 2 6  2 1 3 1 2 1  18

9 月定例会 6 5 11 3 3 4 1  33

11 月定例会 3 10  1 10 1   25

2 月定例会 22 21  2 1 5 2   53

合 計 33 42 11 2 7 5 19 10 4 2  135

※請願・陳情は継続審議を含む 

 

ウ 常任委員会、特別委員会の開催状況 

常 任 委 員 会 
開 催 回 数 

特 別 委 員 会 開催回数
委員会 協議会 

総 務 文 教 委 員 会 18 5 予 算 特 別 委 員 会 5 

健 康 福 祉 委 員 会 9 5 決 算 特 別 委 員 会 7 

建設経済環境委員会 12 8 議会改革特別委員会 12 

   市議会広報広聴委員会 13 

合    計 39 18 合    計 37 

 

エ 定例会傍聴者数推移   定員 50 人               （単位：人） 

 5 月臨時会 ６月定例会 ９月定例会 11 月 定 例 会 ２月定例会 

平成 24 年度 0 252 179 165 150 

平成 25 年度 0 129 177 131 135 

平成 26 年度 0 224 262 142 144 

平成 27 年度 １ 156 233 166 15８ 

平成 28 年度 1 167 191 210 234 

平成 29 年度 1 169 220 211 164 
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９）市議会議員選挙投票率推移                      （単位：人） 

執行年月日 定員 立候補者数 有権者数 投票者数 投票率（％）

平成 14 年 4 月 21 日 27 30 101,453 64,629 63.70 

平成 18 年 4 月 16 日 24 26 103,835 62,521 60.21 

平成 22 年 4 月 18 日 22 26 115,427 66,087 57.25 

平成 26 年 4 月 20 日 22 24 116,905 61,338 52.47 

平成 30 年 4 月 22 日 22 26 119,556 60,508. 50.61 

 

10）行政視察 

ア 行政視察受入状況推移 

年度 受入件数 受入人数 
主  な  視  察  内  容 

※視察内容が重複していることもあるため、回数は受付件数を超える場合もある。 

26 45 383 

13 回 健康スポット 20 選 健康マイレージ事業について 

 6 回 農商工連携・6 次産業化推進ネットワーク事業について 

 6 回 教育日本一に向けた取り組み 

 5 回 特定健診・がん検診受診率向上の取り組みについて 

 4 回 エコノミックガーデニング事業について 

27 43 336 

14 回 健康スポット 20 選 健康マイレージ事業について 

11 回 議会改革への取り組みについて 

５回 中心市街地のまちづくりについて 

５回 エコノミックガーデニング事業について 

４回 農商工連携・6 次産業化推進ネットワーク事業について 

28 7１ 604 

21 回 健康・予防日本一ふじえだプロジェクト、健康マイレージ事業 

21 回 議会改革への取り組みについて 

5 回 農商工連携・6 次産業化推進ネットワーク事業について 

5 回 藤枝型新公共経営（NPM）について 

3 回 中心市街地のまちづくり、定住・来訪の拡大について 

3 回 エコノミックガーデニング事業について 

3 回 教育日本一に向けた取り組みについて 

29 68 501 

19 回 健康マイレージをはじめとした 

「“健康・予防日本一”ふじえだプロジェクト」の取り組みについて 

13 回 議会改革への取り組みについて 

 6 回 ICT・IoT の活用について 

 4 回 農商工連携・6 次産業化推進ネットワーク事業について 

 4 回 “民間活力導入”による中心市街地のまちづくりと 

    “タウンプロモーション”による定住・来訪の拡大について 
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イ 所管事務調査等実施状況 （平成 29 年度実績） 

 
 

 

 

 

 

 

滋賀県野洲市 議会改革への取り組みについて

京都府長岡京市 議会改革への取り組みについて

新潟県三条市 マイナンバーカードの普及と独自サービスについて

福島県会津若松市 スマートシティ会津若松について

総務省 業務効率化・生産性向上のための霞が関オフィス改革について

岩手県紫波郡矢巾町
矢巾町学校給食共同調理場（㈱ＪＡシンセラにおける地場産農産物の中間
流通機能）について

青森県八戸市 八戸ブックセンター（「本のまち八戸」の拠点施設）について

奈良県生駒市 地域包括ケアシステムの構築について

岡山県岡山市
オレンジプラン（認知症施策の指針）について
介護予防・日常生活支援総合事業について

兵庫県相生市 子ども・子育て応援施策について

大阪府高槻市 生活困窮者支援への取り組みについて

滋賀県彦根市 生活困窮者支援への取り組みについて

兵庫県豊岡市 地域主体交通「チクタク」の取り組みについて

京都府京丹後市　 住民タクシーについて

愛知県日進市　 ごみ分別収集の取り組みについて

茨城県日立市 地域公共交通の取り組み、乗合タクシー「なかさと号」について

千葉県市原市 有害獣対策、ジビエ事業の取り組みについて

兵庫県西脇市 議会改革への取り組みについて

大阪府大阪挟山市 議会改革への取り組みについて

群馬県前橋市 「広報広聴戦略プラン」について

東京都羽村市 「議会だよりと広報全般」について

◆市議会広報広聴委員会

平成29年
　8月8日～9日

◆建設経済環境委員会

平成29年
　8月2日～4日

◆議会改革特別委員会

平成29年
　10月3日～4日

平成29年
　10月12日～13日

平成29年
　10月12日～13日

平成29年
　7月31日～8月2日

平成29年
　7月12日～13日

◆議会運営委員会

◆総務文教委員会

◆健康福祉委員会

平成29年
　10月12日～13日

平成29年
　8月2日～4日
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14）議会改革への取り組み 

議会活動の活性化に向け、新たな視点にたって議会改革に取り組んでいます。  

1．市の事業全体を全般的・体系的に捉え、審査と調査を行うために、平成 22 年度から決算特別

委員会を設置し、その審査結果を議会として行政に伝えていく働きとして、主要な事業について

事業の評価を加え、行政への提言を行っています。また、その提言が次年度予算に反映されてい

るか予算特別委員会でチェックするなど、常任委員会も含め審査サイクルを確立しました。 

2．開かれた議会への取り組み実践として、議会活動状況の報告や市民との意見交換を通し、市民

の意見を議会活動に反映させるために「議会タウンミーティング」を平成 22 年度から開催して

います。また、平成 27 年度には、各種団体との意見交換会を行いました。 

3．議会と行政が一体となって市政の課題を共有するとともに、議会の役割を高めるため、平成

23 年度から「当初予算における主要事業に対する進捗状況のチェック」などの常任委員会活動

の充実に取り組んでいます。 

4．議会が一丸となり地方分権時代にふさわしい議会機能の充実強化のため、平成 24 年度に議会

活性化特別委員会を設置。平成２６年４月「藤枝市議会基本条例」を制定しました。 

5．議会運営の効率化を図るため、平成 27 年度 11 月からタブレット型端末機を導入し、全議員

への貸与を開始しました。 

6．市・生産者・消費者及び事業者の役割を明らかにし、本市の特色ある農業の持続的な発展と健

康的で豊かな市民生活の実現に資することを目的とし、平成 27 年 12 月「藤枝市地産地消の推

進に関する条例」を議員発議により制定しました。 

７．政務活動費の使途について透明性を確保するため、平成２８年１０月より、各会派等の領収書

をホームページで公開しました。 

８．傍聴人のプライバシー保護のため、平成 29 年２月定例会より、傍聴人受付において自己の住

所、氏名の受付簿への記入を取りやめ、傍聴券の交付方式に改正しました。 

 

■これまでの議会改革への取り組み 

期 日 内        容 

18 年 6 月 一般質問について、再質問以降を包括方式と一問一答方式の選択制を導入 

18 年 12 月 議会制度に関する調査研究を行うため議長の諮問に応じ「議会制度に関する調

査・研究委員会」を設置 

19 年 9 月 総合病院の中長期的経営面について、経営の安定向上に関する提言及び広域的 

地域医療のあり方等、調査研究を行うため病院経営に関する特別委員会の設置 

20 年 3 月 病院経営に関する特別委員会が「病院経営に関する第 1 回申入書」提出 

20 年 7 月 議会活性化に向けた検討協議を進めるため議長の諮問による「議会活性化検討

会」を設置 

20 年 8 月 病院経営に関する特別委員会が「病院経営に関する第 2 回申入書」提出 

21 年 1 月 合併による岡部町の編入に伴い議員定数を 24 人から 27 人に増員 

21 年 2 月 定例会前の資料請求における執行部からの提出資料を電子化(ＣＤ） 

議会活性化検討会による答申 

・議会活動の範囲の明確化について 

・会期日程について ・特別委員会について 



12 
 

21 年 4 月 議会活性化検討会による答申 

特別委員会の効果的設置（総合計画、予算、決算等）、法令等に基づく審議会、

協議会委員等を除く委員参画の原則引き上げほか、継続的検討組織の設置等 

21 年 5 月 第 5 次藤枝市総合計画策定に係る調査研究と提言を行うため「総合計画特別委

員会」を設置 

21 年 6 月 次期（第 15 期）改選に向け、議会組織、議会運営に関することを協議するため

「議会運営等活性化委員会」を設置 

議会の具体的なあり方等を調査研究するため議長の諮問による「議会改革研究

会」を設置 

21 年 7 月 病院経営に関する特別委員会が「病院経営に関する第 3 回申入書」提出 

21 年 8 月 市立総合病院の第 1 回「病院まつり」に参画 

21 年 9 月 議員定数の改正 27 人→22 人（22 年 4 月執行選挙から施行） 

21 年 12 月 病院経営に関する特別委員会が「病院経営健全化に向けた提言」提出 

22 年 2 月 議会改革研究会による答申 

本会議と委員会の運営、条例、広報、その他の 5 つのテーマで答申 

「市議会だより」市民読者アンケート実施 

総合計画特別委員会が「第 5 次藤枝市総合計画策定に向けての提言」提出 

22 年 3 月 常任委員会の設置数削減 4 委員会→3 委員会 

22 年 4 月 第 15 期市議会議員選挙（定数 27 人→22 人） 

22 年 5 月 平成 21 年度に引き続き総合計画策定についての調査、提言を行うため総合計画

特別委員会を設置。また、第 3 次藤枝市国土利用計画の策定について調査、提言

を行うため土地利用調査特別委員会を設置 

22 年 6 月 前期に引き続き議会活性化に向けた調査研究を行うため議長の諮問による議会

改革研究会の設置。予算特別委員会、決算特別委員会の設置 

本会議前の全員協議会の簡略化（原則廃止） 

議会運営委員会への執行部出席簡略化（市長、副市長の出席取りやめ） 

一般質問について、再質問以降は全て一問一答とする。（代表質問は包括方式）

22 年 10 月 議会報告会「議会タウンミーティング」の開始 

藤枝市自治会連合会との意見交換会の開催 

議会改革研究会 中間報告（17 項目） 

22 年 11 月 決算特別委員会による「平成 23 年度予算編成に向けての提言書」提出 

22 年 12 月 総務消防委員会、文教建設経済委員会が執行部へ提言書提出 

23 年 2 月 総合計画特別委員会が「第 5 次藤枝市総合計画の推進に関する申入書」提出 

23 年 3 月 土地利用調査特別委員会が「新東名高速道路藤枝岡部インターチェンジ並びに 

現東名高速道路スマートインターチェンジ周辺の土地利用に関する提言書」提出

23 年 4 月 議会の活動をホームページへ掲載 

議会改革研究会 5 つのテーマで最終答申 

23 年 9 月 9 月定例会の各常任委員長の報告をホームページへ掲載 

23 年 10 月 決算特別委員会による「平成 24 年度予算編成に向けての提言書」提出 

藤枝市自治会連合会との意見交換会の開催 
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23 年 11 月 常任委員会活動の充実への取り組み 

｢平成 23 年度当初予算における主要事業に対する進捗状況のチェック｣を開始 

議案に対する議員個人の賛否を市議会だより・ホームページへ掲載 

各委員会の行政視察状況をホームページに掲載 

23 年 12 月 各常任委員会から執行部へ提言書提出 

24 年 2 月 土地利用調査特別委員会が土地利用に関する提言書提出 

24 年 5 月 議会活性化特別委員会、防災対策特別委員会を設置 

24 年 10 月 決算特別委員会による 「平成 25 年度予算編成に向けての提言書」提出 

24 年 11 月 一般質問通告要旨の公開、インターネットによる議会中継開始（定例会のみ） 

24 年 12 月 各常任委員会から執行部へ提言書提出 

25 年 3 月 文教建設経済委員会が「中学校の武道必修化に伴う安全対策の徹底を求める提言

書」を提出 

25 年 5 月 インターネットによる会議録検索システムの導入（本会議のみ） 

25 年 10 月 決算特別委員会による「平成 26 年度予算編成に向けての提言書」提出 

25 年 12 月 各常任委員会から執行部へ提言書提出 

26 年 1 月 防災対策特別委員会による防災対策に関する提言書提出 

26 年 3 月 建設経済環境委員会から市長へ提言書を提出 

26 年 4 月 藤枝市議会基本条例の制定 

27 年 5 月 第 5 次藤枝市総合計画後期基本計画策定についての調査、助言を行うため総合計

画特別委員会を設置 

27 年 11 月 議員タブレット端末機を導入 

27 年 12 月 藤枝市地産地消の推進に関する条例の制定 

28 年 10 月 政務活動費領収書ホームページ公開 

29 年 ２月 議会傍聴規則を改正し、傍聴人受付簿を廃止 
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■決算・予算特別委員会の委員構成及び運営 

① 委員構成   委員数は各 11 名 

・ 予算・決算特別委員会を通して、市の事業全体を全般的体系的に捉えるため。 

② 審査日数   4 日間 

・ 審査対象は、一般会計の当初予算及び決算と特別会計と企業会計の当初予算及び決算を対象、

補正予算の審査については各常任委員会での分割付託としている。 

・ 特別委員会の会期中の審査日程は 4 日間とし、各常任委員会の所管区分に応じ順次審査を行っ

ている。4 日目については、午前中、委員のみによる総括的協議を行い、再度、執行部に対して

質疑・確認等を行いたいものについて意見交換を行い、その内容に基づき、午後、執行部の出席

を求め、総括質疑を行う。その後、順次、付託議案についての採決を行っている。 

・ その他、委員会の運営確認、決算特別委員会における事業評価の方法確認と事業評価調書の整

理、執行部に対しての提言内容の確認等を行い、予算特別委員会では、決算特別委員会で評価さ

れた事業の確認等、閉会中の委員会調査を必要に応じ開催している。 

 

○平成 29 年度の決算特別委員会の開催実績 

期  日 内        容 

平成 29 年 7 月 11 日 委員会の運営方法等について 

平成 29 年 7 月 28 日 事業評価対象事業の抽出について 

平成 29 年 9 月 14 日 9 月定例会 委員会審査 （総務文教委員会所管分） 

平成 29 年 9 月 15 日   〃         （健康福祉委員会所管分） 

平成 29 年 9 月 19 日   〃         （建設経済環境委員会所管分） 

平成 29 年 9 月 20 日   〃         （総括、討論、採決） 

平成 29 年 10 月 6 日 事業評価の集約、執行部への提言について 

 

○平成 29 年度の予算特別委員会の開催実績 

期  日 内        容 

平成 29 年 2 月 2 日 運営方法（運営日程・審査方法）等について 

平成 30 年 3 月 8 日 2 月定例会 委員会審査 （総務文教委員会所管分） 

平成 30 年 3 月 9 日   〃         （健康福祉委員会所管分） 

平成 30 年 3 月 12 日   〃         （建設経済環境委員会所管分） 

平成 30 年 3 月 13 日   〃         （総括、討論、採決） 
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15）市議会だより 

  ・ 定例会ごとに、広報ふじえだの発行日に合わせて、全戸配布 

  ・ 編集は、市議会広報広聴委員会 

  ・ 平成 23 年 11 月 5 日発行分より、賛否が分かれた議案の議員個人の賛否を掲載 

【平成 29 年度実績】 （Ａ４版） 

回数 号 数 発行日 ページ数 発行数 

1 202 号 5 月 20 日 20Ｐ 52,400 部 

2 203 号 8 月 5 日 16Ｐ 52,200 部 

3 204 号 11 月 5 日 20Ｐ 52,400 部 

4 205 号 1 月 20 日 20Ｐ 52,500 部 

 

16）議会タウンミーティング 

≪目的≫市民に開かれた議会を目指し、議会に関する報告や市民との意見交換を通し、 

市民への説明責任を果たすとともに、市民の意見を議会活動に反映させること。 

年 度 会場数 参加者数 

平成 23 年度 3 会場  87 名 

平成 24 年度 3 会場  47 名 

平成 25 年度 3 会場 116 名 

平成 26 年度 3 会場 119 名 

平成 27 年度 6 会場 119 名 

平成 28 年度 4 会場 134 名 

平成 29 年度 4 会場 136 名 

 

【平成 29 年度実績】 

① 平成 29 年 10 月 28 日（土）午後 2 時～ 葉梨地区交流ｾﾝﾀｰ  （参加者： 5 名） 

② 平成 29 年 10 月 28 日（土）午後 2 時～ 大洲地区交流ｾﾝﾀｰ  （参加者：23 名） 

③ 平成 29 年 11 月 25 日（土）午後 2 時～ 広幡地区交流ｾﾝﾀｰ  （参加者：33 名） 

④ 平成 29 年 11 月 25 日（土）午後 2 時～ 青島北地区交流ｾﾝﾀｰ （参加者：75 名） 

 

17）情報公開 等 

   ○市議会ホームページで公開 

平成 20 年度 「議長交際費」を掲載  （「病気見舞い」は氏名非公開） 

平成 23 年度 「議会改革の取り組み」を掲載 

「議案等審議結果」に、各委員長報告と議員の賛否を掲載 

行政視察報告書、行政視察（来藤分）を掲載 

平成 24 年度 11 月定例会 インターネットによる議会中継開始（定例会のみ） 

平成 25 年度 インターネットによる会議録検索開始 

平成 28 年度 政務活動費領収書をホームページへ掲載 
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18）事務局職員体制（条例定数 9 人、配置人数 8 人） 

事務局長 — 次長 — 議事担当 3 人、議会改革・法制担当 1 人、庶務担当 2 人 

 

19）議員名簿 第 1７期 

任期：平成３０年 5 月 1 日～平成 3４年 4 月 30 日（平成 30 年５月１５日現在） 

議席 氏名 フリガナ 常任委員会 期 政党 

1 八木  勝 ﾔｷﾞ ﾏｻﾙ 建設経済環境委員会 1 無所属 

2 増田 克彦 ﾏｽﾀﾞ ｶﾂﾋｺ 総務文教委員会 1 無所属 

3 遠藤久仁雄 ｴﾝﾄﾞｳ ｸﾆｵ 建設経済環境委員会 2 無所属 

4 天野 正孝 ｱﾏﾉ ﾏｻﾀｶ 建設経済環境委員会 4 無所属 

5 深津 寧子 ﾌｶﾂ ﾔｽｺ 健康福祉委員会 1 無所属 

6 神戸 好伸 ｶﾝﾍﾞ ﾖｼﾉﾌﾞ 健康福祉委員会 1 無所属 

7 多田  晃 ﾀﾀﾞ ｱｷﾗ 総務文教委員会 2 無所属 

8 油井 和行 ﾕｲ ｶｽﾞﾕｷ 建設経済環境委員会 2 無所属 

9 鈴木 岳幸 ｽｽﾞｷ ﾀｹﾕｷ 健康福祉委員会 2 民進党 

10 平井  登 ﾋﾗｲ ﾉﾎﾞﾙ 健康福祉委員会 2 無所属 

11 石井 通春 ｲｼｲ ﾐﾁﾊﾙ 建設経済環境委員会 3 日本共産党

12 山本 信行 ﾔﾏﾓﾄ ﾉﾌﾞﾕｷ 総務文教委員会 2 公明党 

13 松嵜 周一 ﾏﾂｻﾞｷ ｼｭｳｲﾁ 総務文教委員会 2 無所属 

14 山根  一 ﾔﾏﾈ ﾊｼﾞﾒ 総務文教委員会 2 無所属 

15 西原 明美 ﾆｼﾊﾗ ｱｹﾐ 健康福祉委員会 4 無所属 

16 薮﨑 幸裕 ﾔﾌﾞｻｷ ﾕｷﾋﾛ 建設経済環境委員会 4 無所属 

17 小林 和彦 ｺﾊﾞﾔｼ ｶｽﾞﾋｺ 健康福祉委員会 3 民進党 

18 岡村 好男 ｵｶﾑﾗ ﾖｼｵ 総務文教委員会 4 無所属 

19 大石 信生 ｵｵｲｼ ﾔｽﾕｷ 総務文教委員会 4 日本共産党

20 大石 保幸 ｵｵｲｼ ﾔｽﾕｷ 健康福祉委員会 5 公明党 

21 植田 裕明 ｳｴﾀﾞ ﾋﾛｱｷ 総務文教委員会 5 無所属 

22 池田  博 ｲｹﾀﾞ ﾋﾛｼ 建設経済環境委員会 6 無所属 
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７．執 行 部 関 係 

 

平成30年度 藤枝市行政組織機構 現在

市 長
副市長

副市長

平成30年3月23日

総務部 総務課 法務・議会担当、文書担当、統計係

人事課 人財育成担当、人事担当、女性活躍推進総括、給与共済担当

秘書課 秘書調整係

契約検査課 検査員、契約係

地域防災課 危機対策係

大規模災害対策課 危機政策担当、原子力対策担当

企画創生部 企画政策課 企画政策係、都市創生担当、働き方改革担当、ふるさと応援担当

広域連携課 連携推進係

ＩＣＴ推進室 ＩＣＴ推進係

財政経営部 財政課 財政担当

情報政策課 情報システム係、情報政策係

広報課(兼報道監) 広報広聴係、広報戦略担当

課税課 諸税・法人係、市民税係、家屋・償却資産係、土地係

債権回収対策室 債権回収係

納税課 管理係、収納係

資産管理課　 管財係、施設営繕係、アセットマネジメント係

病院支援局 病院経営支援室 病院経営支援担当

市民文化部 協働政策課

病院連携室 病院連携担当

交通安全対策室 交通安全担当

地域活動推進担当、安全安心推進担当、文化センター係、葉梨地区交流

センター建設担当

地区交流センター：瀬戸谷、稲葉、葉梨、広幡、西益津、藤枝、青島北、

                  青島南、高洲、大洲

市民活動団体支援課 市民協働推進係

市民相談センター 市民相談担当

市民課 管理係、窓口係、戸籍・マイナンバー担当、青島窓口係

消費生活センター 消費者生活相談担当

スポーツ・文化局 スポーツ振興課 スポーツ政策担当、オリンピック・パラリンピック担当、

スポーツ推進係、スポーツ施設係

岡部支所 地域行政係、市民窓口係

男女共同参画課 推進係、多文化共生担当、少子化対策担当

サッカーのまち推進課 推進係、高校総体担当

街道・文化課 芸術文化係、街道文化係

健康福祉部 福祉政策課 福祉政策係、地域福祉係、事業所指導係

文化財課 文化財係、郷土博物館係

（福祉事務所） 自立支援課
障害者総合支援係、障害福祉係、生活福祉係、自立生活サポートセンター担当

子ども家庭課 家庭児童相談係、家庭児童相談担当、子ども支援給付係

児童課 子育て政策係、保育推進係、子育て応援係、訪問支援担当、前島保育園、岡部あさ

ひな保育園、岡部みわ保育園、発達教育担当、前島子育て支援

センター担当、あさひな子育て支援センター担当、きすみれ子育て支援

センター担当、高洲子育て支援センター担当、青島北子育て支援センター担当、藤
枝子育て支援センター担当

子ども発達支援センター 発達支援係

介護福祉課 長寿係、保険係、認定係

国保年金課 国民健康保険税係、国民健康保険給付係、後期高齢者医療係、国民年金係

健やか推進局 健康企画課 健康企画担当、地域医療担当

地域包括ケア推進課 地域支援係、医療・介護連携係

健康推進課 地域保健係、成人保健係、健康支援係、母子保健係

産業振興部 産業政策課 産業政策担当、マーケティング担当、中小企業振興担当

創業支援室 創業支援係

産業集積推進課 産業集積推進係

お茶のまち推進室 お茶のまち推進係

農林課 農業振興係、農林土木係、森林整備係、農業競争力強化担当

商業観光局 商業観光課 商業係、観光係、ＤＭＯ担当、労政担当

商店街活性化推進室 推進係

中山間地域活性化推進課 推進係、施設係

都市建設部

公共交通政策室 公共交通対策係

都市政策課 都市政策係、計画係、都市景観担当、土地対策係、技術指導担当

中心市街地活性化推進課　　 再開発係、推進担当

空き家対策室 空き家対策担当

建築住宅課 建築指導係、住宅係、建築営繕担当

基盤整備局 建設管理課 管理係、建設調整係、地籍調査係、用地係

花と緑の課 花と緑の係、計画整備係

河川課 
計画係、工務係、水防担当

道路課 生活道路係、幹線道路係、維持係、道路ストック係

水害対策室

環境水道部 環境政策課 環境政策係、もったいない運動推進担当 

生活環境課 廃棄物対策係、生活環境係、環境保全係

上水道課 管理係、工務係、送水係、維持係、給水係、維持担当、簡易水道担当

クリーンセンター推進課 推進係

会計管理者 出納室 審査係、出納係

下水道課 管理係、排水設備係、工務係、施設係、生活排水係

危機管理センター

（危機管理監兼危機

  管理センター長）

※調整監の配置課は各部の最上段に記載

※部長級の監及び局長は、市議会本会議に出席し、分掌する事務に関する答弁等を行う。

※部長級の監及び局長は、所管する課の事項に関し、部長の専決事項に相当する事項を専決することができる。
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事務局

経理課 経理係、施設係、物品係

病院企画室 企画経営係

事業管理者　 事務部 病院総務課 総務係、人事係、教育研修係、つぼみ保育園　　　　

　院　長 副院長 診療部（統括診療部長）

内科、神経内科、心療内科（臨床心理係）、内分泌内科、呼吸器内科、

消化器内科、光学診療科、循環器内科、血液内科、リウマチ科、精神科、臨床検査

科、腎臓内科、人工透析室、内視鏡センター、化学療法センター、輸血療法室、治

験管理室

第１診療部 （科部長）

名誉院長

第２診療部 （科部長）

薬剤部 薬剤科 薬務管理係、薬品情報係、臨床薬剤係、治験担当

診療技術部 放射線科 一般検査係、透視・特殊検査係、治療・核医学係

外科、心臓血管外科、呼吸器外科、整形外科、脳神経外科、泌尿器科、

消化器外科、血管外科、肝臓・胆のう・膵臓外科、乳腺外科、麻酔科、

リハビリテーション科、手術室（中央材料室を含む）、集中治療室、脳

卒中センター

小児科、形成外科、皮膚科、産婦人科、眼科（視能訓練係）、耳鼻咽喉科、放射線

診断科、放射線治療科、乳腺画像診断科、病理診断科、歯科

口腔外科（歯科衛生係）、緩和ケア科、新生児集中治療室、禁煙指導室、

褥瘡管理室

第３診療部 （科部長）

病理検査科 病理検査係

臨床栄養科 栄養管理係

リハビリテーション科 理学療法係、作業療法・言語聴覚療法係

（診療技術部担当部長） 超音波科 超音波検査係、心臓血管担当

臨床検査科 生理検査係、検体検査係

看護部

救命救急センター 救急科

臨床工学科 臨床工学係

総合診療医育成支援センター準備室 総合診療医育成担当

医療安全管理センター

医療情報センター

（医療情報担当部長） 医療情報室 医事業務係、医事管理係、診療情報分析係、システム管理係

教育研修センター 教育研修室 教育研修担当

地域医療連携係、医療相談係、地域包括ケア推進係

（地域医療連携担当室長）

（入退院管理担当部長） 入退院管理室 入退院支援係、病床管理係

（地域医療連携担当部長） 地域医療連携室

（医療安全管理担当部長） 医療安全管理室 医療安全管理係

（感染管理担当部長） 感染管理室

医療支援センター

（人間ドック担当課長）

※副院長は、経営・医療情報、教育研修、医療安全管理、地域医療連携、健診、救急、危機管理、看護統括・職員確保の各分野を担当する。

（入退院管理担当室長）

がん診療支援センター がん・緩和ケア支援室 がん相談係、緩和ケア係

健診センター 健診推進室 健診係、人間ドック係

教育委員会

教育長 教育部 教育政策課
教育政策係、総務係、学校事務指導係、施設・営繕係、生徒指導担当、

特別支援教育担当、研修担当、学習指導担当、学校教育係
学校教育監

主席指導主事

学校給食課 管理係

中部学校給食センター、北部学校給食センター、西部学校給食センター

図書課　 駅南図書館、図書管理係

岡出山図書館、岡部図書館

生涯学習課 社会教育係、青少年係

議会 議会事務局 次長 議事担当、議会改革・法制担当、庶務担当

選挙管理委員会 選挙管理委員会事務局 選挙係、庶務係

公平委員会 公平委員会書記長 書記

農業委員会 農業委員会事務局 係

固定資産評価審査委員会 固定資産評価審査委員会 書記

監査委員 監査委員事務局 （監査委員事務局） 係
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■平成 30 年度職員数の状況                          （単位：人） 

 

※ 各年度４月１日現在の職員数（特別職、教育長、消防本部、病院職員を除く） 

 

■平成 30 年度当初予算 

  各種会計予算総括表 

 
 

 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２9年度 ３０年度

729 729 728 726 724 719 723 721

728 732 726 723 719 718 720 739

単年度 — 4 ▲6 ▲3 ▲4 ▲1 2 19

累計 — — — — — ▲1 1 20
増減

年度

目標数

実職員数

※定員適正化計画については、

【旧計画】平成23年度～平成27年度　【新計画】平成28年度～平成32年度

 ○　各会計の予算額
(単位：千円)

50,080,000 47,680,000 2,400,000 5.0

33,758,000 33,529,000 229,000 0.7

17,000,000 17,100,000 △ 100,000 △ 0.6

34,000 33,000 1,000 3.0

10,000 10,000 0 0.0

3,486,000 3,757,000 △ 271,000 △ 7.2

35,000 27,000 8,000 29.6

97,000 94,000 3,000 3.2

11,548,000 11,018,000 530,000 4.8

1,548,000 1,490,000 58,000 3.9

22,302,000 22,233,000 69,000 0.3

収 益 的 支 出 16,653,000 16,667,000 △ 14,000 △ 0.1

資 本 的 支 出 1,884,000 2,007,000 △ 123,000 △ 6.1

計 18,537,000 18,674,000 △ 137,000 △ 0.7

収 益 的 支 出 2,060,000 2,156,000 △ 96,000 △ 4.5

資 本 的 支 出 1,705,000 1,403,000 302,000 21.5

計 3,765,000 3,559,000 206,000 5.8

106,140,000 103,442,000 2,698,000 2.6

※ 主な増減要因

国民健康保険事業 ： 保険給付費(▲1.8億円)、 共同事業拠出金等(＋1.0億円)

公共下水道事業 ： 下水道整備事業費(▲2.3億円)、業務管理費（▲0.2億円）

駐車場事業 ： 駐車場管理費(＋400万円)、繰出金（＋400万円）

介　護　保　険 ： 保険給付費(＋3.9億円)、地域支援事業費(＋1.3億円)

後期高齢者医療 ： 広域連合納付金(＋0.6億円)

病　院　事　業 ：  [資本的支出]建設改良費(▲0.7億円)、企業債償還金(▲0.5億円) 

水　道　事　業 ： [収益的支出]原水及び浄水費(▲0.5億円）、受託工事費(▲0.3億円)

  [資本的支出]配水管布設費（＋0.4億円)、水源施設改良事業費(＋2.8億円)

一 般 会 計 (1)

特 別 会 計 (2)

介 護 保 険

公 共 下 水 道 事 業

駐 車 場 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

国 民 健 康 保 険 事 業

土 地 取 得

簡 易 水 道 事 業

水 道 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

企 業 会 計 (3)

病 院 事 業

合 計 (1)+(2)+(3)

増　　減

会　　　　計　　　　名
平成２９年度
当初予算額(A)

平成２８年度
当初予算額(B)

増　減　額
(A)-(B)

増 減 率 (%)
(A-B)/B
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一般会計予算総括表 

 
 

■市債残高推移 

 
 

■過年度 普通会計決算概要 

 

【歳入】 【歳出】

20,600,000 40.5 20,400,000 1.0 299,600 0.6 298,520 0.4

369,000 0.7 360,000 2.5 6,833,640 13.4 6,035,860 13.2

18,000 0.0 22,000 △ 18.2 17,689,250 34.8 16,977,330 4.2

54,000 0.1 64,000 △ 15.6 5,653,710 11.1 6,123,870 △ 7.7

72,000 0.1 45,000 60.0 2,387,050 4.7 2,402,310 △ 0.6

2,500,000 4.9 2,220,000 12.6 1,150,430 2.3 924,770 24.4

22,000 0.0 22,000 0.0 730,960 1.4 731,630 △ 0.1

112,000 0.2 89,000 25.8 6,031,200 11.9 6,480,520 △ 6.9

82,000 0.2 71,000 15.5 1,449,870 2.8 1,334,420 8.7

3,000,000 5.9 3,060,000 △ 2.0 3,619,970 7.1 3,318,540 9.1

30,000 0.1 30,000 0.0 50,000 0.1 165,600 △ 69.8

442,280 0.9 423,290 4.5 4,827,090 9.5 5,122,540 △ 5.8

442,630 0.9 501,990 △ 11.8 57,230 0.1 64,090 △ 10.7

7,061,420 13.9 6,594,600 7.1 100,000 0.2 100,000 0.0

3,530,640 6.9 3,358,470 5.1

211,170 0.4 525,640 △ 59.8

2,507,110 4.9 2,511,510 △ 0.2

2,194,400 4.3 2,175,000 0.9

1,000,000 2.0 500,000 100.0

3,214,150 6.3 3,163,300 1.6

3,417,200 6.7 3,943,200 △ 13.3

50,880,000 50,080,000 1.6 50,880,000 50,080,000 1.6

繰 越 金

諸 収 入

市 債

（単位：千円、％）

国庫支出金 予 備 費

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

地方交付税 教 育 費

繰 入 金

交通安全対策特別

交 付 金

災 害

復 旧 費
分 担 金 及 び

負 担 金
公 債 費

使 用 料 及 び

手 数 料
諸 支 出金

ゴ ル フ 場 利

用 税 交 付 金
商 工 費

自 動 車 取 得

税 交 付 金
土 木 費

地 方 特 例

交 付 金
消 防 費

配 当 割

交 付 金
衛 生 費

株式等譲渡所得割

交 付 金
労 働 費

地 方 消 費 税

交 付 金

農 林 水 産

業 費

増 減 率

(A-B)/B

地方譲与税 総 務 費

利 子 割

交 付 金
民 生 費

平成３０年度

当初予算額(A)
構成比

平成２９年度

当初予算額(A)

増 減 率

(A-B)/B

市 税 議 会 費

平成３０年度

当初予算額(A)
構成比

平成２９年度

当初予算額(A)

２４年度末

（決算額）

２５年度末

（決算額）

２６年度末

（決算額）

２７年度末

（決算額）

２８年度末

（決算額）

２９年度末

（見込）

３０年度末

（見込）

一般会計 513.5億円 491.4億円 467.9億円 444.2億円 425.1億円 412.3億円 401.4億円

特別会計 217.2億円 212.1億円 208.3億円 202.9億円 198.8億円 192.3億円 184.9億円

企業会計 198.0億円 189.1億円 190.3億円 180.6億円 167.5億円 156.0億円 145.7億円

合　　計 928.7億円 892.6億円 866.5億円 827.7億円 791.4億円 760.6億円 732.0億円

項目 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 単位

歳入総額 48,671,230 48,409,901 52,633,441 千円

歳出総額 45,793,798 44,562,451 49,823,509 千円

歳入歳出差引 2,877,432 3,847,450 2,809,932 千円

実質収支 2,841,049 3,426,785 2,772,963 千円

公債費負担比率 16.2 15.4 13.9 ％

経常収支比率 84.9 84.7 84.7 ％

実質公債費比率 11.5 11.1 10.2 ％

将来負担比率 45.9 32.6 11.0 ％

財政力指数 0.851 0.862 0.869



21 
 

平成３０年度行政組織編成の方向性 

 

＜平成３０年度重点方針＞ 

 

○「人口対策」の抜本的かつ総合的取組 

○まち、都市としての「魅力、ブランド力」の向上 

○「４Ｋ重点施策（健康、教育、環境、危機管理）」の再構築 

 

 

 

 

○重点方針の柱 

１ コンパクト＋ネットワークで創る健康都市 

２ 産業としごとを創る健康都市 

３ ひとの流れを創る健康都市 

４ 出会いとこどもの未来を創る健康都市 

 

 

 

 

◎重点方針の柱に基づく組織編成の方向性 

①人口対策の強化を図る組織体制づくり 

②市民の安全安心対策のさらなる充実に向けた組織体制づくり 

③重点施策の再構築と連動した機動力のある組織体制づくり 
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〒426-8722 

静岡県藤枝市岡出山一丁目１１番１号 

藤 枝 市 議 会 事 務 局 

TEL０５４－６４３－３５５２ （直通） 

FAX０５４－６４６－２０３０ （直通） 

メールアドレス： gikai@city.fujieda.shizuoka.jp 


